予算要求資料
平成２５年度当初予算　　　支出科目　款：労働費　項：労政費　目：労政費
	事業名: 職業病健診事業費補助金（単補）　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）

　　　　　　商工労働部　労働雇用課　労働企画係　電話番号058-272-1111（内3124）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11367@pref.gifu.lg.jp
	事業費


要求額：527千円（前年度予算額：527千円）
	要求内容


	１　要求の内容


（財）岐阜県産業保健センターが昭和４２年より実施している、じん肺健康診断に対する補助を行う。
東濃地方に多く所在する窯業などの粉じん作業に従事する労働者に対して、じん肺法により事業主がじん肺健康診断を受けさせるよう定められている。本補助金により、中小零細企業の経費負担が軽減され、じん肺健康診断の利用促進を図ることができる。
※「じん肺」とは
　主として無機物または鉱物性の粉じんの発生する環境で仕事をしている方が、粉じんを長期間にわたって多量に肺に吸い込むことで、肺の組織が線維化し、硬くなって弾力性を失ってしまう病気。昔から鉱山や炭鉱、窯業、トンネル掘削など、粉じんが多く発生する場所で罹患する職業病として知られる。
	２　所要経費


  　補助金　527千円
当センターが行うじん肺健康診断に係る助成事業に対する補助。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	527
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	527

	要求額
	527
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	527

	決定額
	527
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	527


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	（財）岐阜県産業保健センターのじん肺健康診断に対する補助を行い、中小零細企業の経費負担を軽減することで、東濃地方に多く所在する窯業などの粉じん作業に従事する労働者に対して、じん肺健康診断の利用促進を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	
	
	
	
	
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	じん肺健康診断の受診対象者は隔年受診であるため年ごとに変動があり、また会員企業以外の対象者数を全て把握することはできないため。



（平成24年度の取組）

	岐阜県の代表的な地場産業である窯業を支援する中で、じん肺に罹患するリスクのある方々が従事する企業への支援策として継続してきた。



（平成24年度の成果）

	当センターにおいてじん肺健康診断を受診する人数は、岐阜県下の４割超にのぼる。

（平成23年度　岐阜県下のじん肺健康診断受診労働者数　7,095人、当センターにおけるじん肺健康診断受診労働者数：3,020人）




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	岐阜県の代表的な地場産業である窯業を支援する中で、じん肺に罹患するリスクのある方々が従事する企業への支援策として必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	当センターの健診事業に対し補助を行い、当センターが健診費用の一部を助成することで、中小零細企業の負担を軽減する効果がある。


	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	助成事業を行う健診機関へ補助することにより、確実かつ効率的な支援ができる。



（今後の課題）

	じん肺対策が国・各企業において進み、じん肺患者（所見のある方）は減少傾向にある一方で、平成23年度においても有所見者が県内で209人存在する。（そのうち108人が窯業・土石製品製造業）



（次年度の方向性）
	じん肺患者が減少傾向にある中で、補助については必要性を検討・見直しをしながら、じん肺に対する支援を継続していく。



